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　8月31日、農林水産省は平成19年度農林水産予算概算要求を提出しました。
　平成19年度の農政は「21世紀 新農政2006」に基づく国内農業の体質強化と「攻めの農政」の展開に重点を
置き、予算の概算要求金額は18年度の2兆7783億円から3731億円増加した3兆1514億円になりました（表1）。
　平成19年度の農林水産予算概算要求は、「既往の事務・事業の再点検」「政策評価結果と予算執行状況の
反映」「非公共施設費改革」「公共事業改革」「事業の集中・重点化」「予算執行改革」の五つを柱に予算改革を
推進し、対外競争力の強化や「攻め」の視点に立った新たな可能性の追求などを重点項目に定めています。

表１：平成19年度農林水産予算概算要求の骨子

平成19年度の農林水産予算は
「攻めの農政」展開に重点を置く

１．総括表

区 分 1 8 年 度 予 算 額 19年度要求・要望額 対前年度比

億円 億円 ％

農林水産予算総額
（28,310）
27,783

（32,138）

31,514
（113.5）
113.4

１．公共事業費
（12,617）
12,090

（14,881）
14,258

（117.9）
117.9

　　一般公共事業費
（12,425）
11,898

（14,689）
14,065

（118.2）
118.2

　　災害復旧等事業費 192 192 100.0

２．非公共事業費 15,692 17,257 110.0

　　一般事業費 9,332 9,866 105.7

　　食料安定供給関係費 6,361 7,391 116.2

（注）１．計数整理の結果、異動を生じることがある。
　　　２． 上段（　）書きは、18年度予算額には地域再生基盤強化交付金措置額、19年度要望額に

は同措置額に対する概算要求基準に基づく要望額を含む。
　　　３．計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。
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　畜産関連予算概算要求内容

■■　畜産企画課

１．国産畜産物の競争力強化に向けた生産面での取組強化

事業実施主体：農業者団体、民間団体等
補助率：（1）定額、（2）1／2以内等、（3）定額、1／2以内

　消費者・実需要者等の多様なニーズに対応し、一層の低コスト化、高付加価値化等に向けた、担い手
を中心とする「攻め」の取り組みをスピード感を持って効果的に推進し、国産農畜産物の競争力強化に
向けた力強い生産供給体制を確立するため、地方の自主性・裁量性を高めた「交付金」、先進性・モデ
ル性のとくに高い取り組み等への「国による直接採択」、広域性の高い支援・指導事案への民間団体に
よる取り組みを強化する。
（1）地方の自主性・裁量性を高めた交付金による支援
　　 ①地域内一貫生産体制の確立、子牛生産部門の協業化や効率的生産のための外部化・分業化
　　 ②地域の各となる協業法人経営体の育成
　　 ③哺乳ロボットを活用した超早期離乳等の新たな生産方式の実践や普及
　　 ④畜産経営を円滑に継承するための離農跡地等への条件整備
　　 ⑤畜産への新規就農希望者の研修の実施
（2）先進性・モデル性の高い取組当への国による直接支援
　　 ①畜産生産基盤育成強化
　　 ②肉用牛振興を核とした地域畜産新生システム構築事業
（3）広域性の高い支援・指導事案への民間団体による取組

２．家畜排せつ物の利活用支援

事業実施主体：都道府県、市町村、農林漁業者の組織する団体、公社等
補助率：（1）定額、（2）1／2以内

　家畜排せつ物の利活用に必要な共同利用のたい肥化施設等の整備を引き続き支援し、地域におけるバ
イオマスの有効利用を促進するほか、畜産地域において高機能なたい肥を生産し、耕種地域に供給する
取り組みを新たに支援し、広域的に環境保全型農業に取り組むモデル地域を育成する。

（1）家畜排せつ物利活用施設の整備
（2）広域的な環境保全型農業の取り組みの推進

３．酪農飼料基盤拡大推進事業

事業実施主体：(社)中央酪農会議
補助率：定額

　平成17年3月に公表された「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針（酪肉近）」において、
「酪農及び肉用牛生産が有する機能・役割を踏まえ、飼料基盤に立脚した酪農及び肉用牛生産を振興する」
こととして、わが国大家畜生産については自給飼料基盤に立脚しつつ「牛―土・草―人」のバランスが
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とれた振興を図ることが重要となっている。
　とくに、規模拡大が進展している酪農経営においては、個々の経営体が「畜産環境問題に適切に対応
しうる飼料基盤」を有し、さらに環境保全、飼料自給率の向上に資する取り組みを行うことにより、自
然循環機能の維持増進を図る持続性の高い環境調和型の酪農生産構造を確立することが必要であり、本
事業により、その取り組み内容に応じた支援を実施し、国民の理解を得つつ、わが国酪農の発展に資す
ることとする。

（1）環境保全、飼料自給率の向上に資する取り組みを実施する酪農経営への支援
（2） （1）に加え、飼養管理の変更による一層の環境負荷軽減、飼料自給率向上に取り組む酪農経営へ

の支援

■■　牛乳乳製品課

１．指定生乳生産者団体補給交付金

交付先：（独）農畜産業振興機構
補助率：定額

　飲用向け生乳に比べ取引条件が不利な加工原料乳について、その不利性を補うために、生産者補給金
を支払うことにより、生乳の再生産の確保を図り、酪農及び関連産業の健全な発展を促進するとともに、
国民の食生活の改善に資する。

（1） 加工原料乳生産者補給金等暫定措置法に基づき、生産者への補給金に充てるための生産者補給交
付金を指定団体に対し交付するために必要な経費の交付

（2） 生産者補給交付金業務の執行、酪農乳業対策大綱に掲げられた市場実勢を反映した適正な価格形
成を図るための生乳用途別取引数量等の確認に要する経費並びにこれらの業務の一部を都道府県
に委託するために必要な経費の交付。

２．加工原料乳生産者経営安定対策事業

事業実施主体：指定団体
補助率：定額、3／4以内、1／2以内

　加工原料乳価格が需給変動等により低落した場合に、生産者の拠出と国の助成金とによる生産者積立
金により、その一定部分を補填し、加工原料乳生産者補給金制度と一体となって、酪農経営の安定を図
り、生乳の再生産の確保及び牛乳乳製品の安定供給に資する。

（1）経営安定対策の推進
（2）経営安定対策基金の造成

３．学校給食用牛乳等供給推進事業

事業実施主体：乳業者、生産者等が構成する組織、民間団体
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補助率：定額、1／2以内、1／3以内

　安全で品質の高い国産牛乳を年間を通じて学校給食用に安定的かつ効率的に供給すること等により、
わが国酪農の安定的発展と自動・生徒の体位・体力の向上に資する。

（1）学校給食用牛乳供給事業
　都道府県段階で、学校給食用牛乳の供給を推進するため、あらかじめ示す予算の範囲内で事業メニュー
を組み合わせて実施できるメニュー方式を採用
　　 ①学校給食用牛乳の安全・安心の確保
　　 ②学校給食用牛乳供給の合理化
　　 ③学校給食用牛乳の安定的需要の確保
　　 ④学校給食用牛乳供給量の維持・拡大
　　 ⑤飲用習慣定着の推進
　　 ⑥知事特認事業
（2）学校給食用牛乳消費定着促進事業

４．乳業再編整備等対策事業

事業実施主体：農業協同組合、農業協同組合連合会、事業協同組合等
補助率：定額、1／3以内、1／5以内

　国際化の進展を踏まえ、その影響を直接受けることになる乳製品工場の再編合理化、高度な衛生管理
水準を備えた乳業工場への集約化を図るとともに、生乳流通の安定とコスト低減を図るため、集送乳の
拠点となる貯乳施設の集約化等を支援し、わが国酪農乳業の発展基盤の構築及び牛乳乳製品の安全確保
に資する。

（1）効率的乳製品工場整備対策
（2）廃止工場対策
（3）共同配送移設整備対策
（4）集送乳合理化等推進整備
（5）再編整備推進対策

５．国際農畜産物の競争力強化に向けた生産面での取り組み強化

事業実施主体：民間団体
補助率：1／2以内

　安全・安心な牛乳乳製品の安定的な供給を図るためには、その原料である生乳の需要に応じた生産が
重要であることを踏まえ、生乳需給見通しを策定するための取り組みを推進する。

（1）生乳需給見通しの策定
　ⅰ　需給見通し策定のための検討
　ⅱ　聞き取りやアンケートなどにより要因調査
　ⅲ　需給見通しプログラムの検討等
（2）生乳検査体制の整備
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　ⅰ　乳脂肪など乳質の統一的な検査方法の検討
　ⅱ　統一的な乳質検査方法のマニュアル作成
　ⅲ　統一的なマニュアルを用いた研修会の開催

■■　畜産振興課

１．飼料増産に向けた取り組み

事業実施主体：農業者団体等
補助率：定額、1／2以内、1／3以内等

　輸入飼料への依存から脱却し、飼料基盤に立脚した循環型畜産への転換を実現するため、水田におけ
る効率的な飼料作物の生産、不作付地等を対象とした飼料基盤整備の推進、稲発酵粗飼料や稲わら生産・
利用の拡大、水田や耕作放棄地等における放牧の拡大、TMRセンターを中心とした地域の飼料生産・
供給システムの構築を推進

（1）強い農業づくり交付金
（2）耕畜連携水田活用対策事業
（3）国産粗飼料増産対策事業
（4）草地畜産基盤整備事業
（5）酪農飼料基盤拡大推進事業

２．エコフィード（食品残さの飼料化）対策

　濃厚飼料の自給率向上を図るため、地域で発生する食品残さ等の未利用資源の飼料化に係る技術情報
等を普及し、畜産農家がエコフィードを安心かつ安定的に利用するための認証制度を検討するとともに、
先端的・モデル的な食品残さの飼料利用を効率的に進める取り組みを推進。

（1）ソフト事業
事業実施主体：民間事業者等
補助率：定額
①食品残さ飼料化対策推進事業
ⅰネットワークづくり
ⅱエコフィード認証制度の創設
ⅲ普及啓発

（2）ハード事業
事業実施主体：農業協同組合（連合会）、公社、農事組合法人、事業協同組合（連合会）、企業組合、協同
組合等
補助率：1／2以内
①未来志向型技術革新対策事業


